
1 研究目的

インターネットをはじめとする情報技術の普及にはめざましいものがある。これは大学生の就職活動において

大きな変化をもたらした。今日では，学生は大量の情報を収集すると同時に，多くの伝達先へ情報を発信するこ

とが可能である。また，企業も多くの学生と接触することが可能になり，好ましい人材の選抜を行い得る。この

ように情報技術の発展は双方に好影響をもたらし，より適切な就職・採用活動が行われるはずであるが，実態は

必ずしもそうではない。

「就職難と採用難」といわれるように，学生からみると内定獲得が難しいという意味で就職難である一方，企

業からみると欲しい人材が労働市場にいないという意味で採用難であるといわれている。この現象の要因には，

企業が求める人材レベルの上昇や学生の就業意欲の低下などもあろう。だが，現在の新卒一括採用方式において

は，企業も極端に要求レベルを上げているわけではない。また，ここ数年で学生の急激な質的低下が起きたと考

えるのも難しい。「就職難と採用難」の背景には1990年代後半から普及し始め，ここ数年でほぼ定着した就職活

動の変化，すなわちインターネット上のサイトを利用したオープンエントリー方式の採用活動の普及と，それに

伴う学生の情報収集活動の変化の影響が存在しているのではないだろうか。

本稿ではこのような問題意識のもと，インターネットの普及が大学生の就職活動にどのような影響を与えたの

かを明らかにすることを研究目的とし，就職活動の時間的な分類，そこで行われる情報収集活動の分析，それが

学生の就業行動に及ぼす影響の考察を行うこととする。

2 研究方法

（1）調査対象

研究対象としたのは，就職活動を経験した30名の大学生と採用活動を行った製造業５社である。30名は地方国

立大学，地方私立大学，首都圏私立大学の大学生である。調査時において全員４年生で，性別は男性17名，女性

13名である。所属学部は社会科学系及び人文系学部であり，理工系・教育系学生は含まれていない。これら調査

に先立ち，就職活動のフローを分類するため４名の就職活動を経験した学生にプレ調査を行った。

安田（1999）が指摘しているように，企業の採用活動には，縁故・オープンエントリー・研究室単位など複数

のルートが存在するが，本調査が文系学生を対象にしていること，ここ数年製造業では，倫理憲章に則り，オー

プンエントリー方式が主流になっていることから，複数の採用ルートの中でもオープンエントリー方式を調査対

象とした。

（2）調査方法

プレ調査では，就職活動の時期的分類，情報探索方法と内容について，４名の学生の協力を得て KJ 法による

分類・整理を行った。この分類をもとに2004年９月から２月にかけて，30名の大学生に１人約２時間のインタ

ビューを実施した。インタビューの手続きとしては，Hermans（1995）や溝上（2004）が用いている Self

Confrontation Method を参考にし以下のような手順で行われた。①先の KJ 法によりなされた就職活動の分類

（着手期，エントリー期，説明会期，面接・内定期）を表にして見せたのち，情報探索活動の種類を一覧にして

見せ，就職活動の概要を回顧させた。②就職活動の各時期にどのような意図で，どのような情報収集活動を行っ

たのか？そのとき入手した情報をどのように解釈したのか，当時どのように考えていたのかを自由に話すよう求
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めた。③その内容を事象毎にカードに要約させ，それぞれを時系列に並べ替え心理状況の評定をさせた。評定項

目は「不安」「安心」「満足」「不満」「成長」「停滞」「信頼感」「劣等感」「自信」「無力感」など，Heramans

（1995）の感情評定項目のうち肯定と否定に関わると項目に「理解」「不理解」「明確」「不明確」という項目を追

加して行われた。

企業を対象とした調査では，先の就職活動の時期的な分類を基に，具体的な情報発信活動，重視する情報内容

などについてインタビューを行った。

これらのデータをテキスト化または表５のようなシート化し，それをもとに，①学生が重視する情報探索活動

（情報内容と収集手段）の時間的変化，②企業が重視する提供情報の種類，③企業と学生の情報に関するギャッ

プの存在，④情報探索活動の変化をもたらす心理的状況，⑤それを行い得ない場合の心理的状況などについて分

析を行った。

3 調査結果の分析

（1）就職活動の概略

まずは，本研究でとりあげたオープンエントリー方式の就職活動の概略について，インタビュー調査を集約し

得られた結果に基づいて説明する。就職活動は先の KJ 法による結果から，着手期－エントリー期―会社説明会

期（セミナー期）―面接・内定期に分類される。これは，全て独立しているわけでなく，時期的に重なる部分も

多く存在する。さらに，就職活動を開始した時期の違いや都市部と地方との採用活動スケジュールの違いから，

個人によって実際の時間経過が異なる。その意味で時間を表しているのではなく就職活動のフェーズを意味して

いると捉えられる。

着手期には，大学就職部のガイダンスや適性試験対策セミナー，エントリーシート作成指導，自己診断などが

行われる。この時期の情報収集方法は主に大学が発信する情報であり，その内容も就職活動に関する概略的なも

のが多くを占める。

エントリー期において企業への登録と資料請求を開始する。これはリクルート社に代表されるインターネット

を通したエントリーサイトへの登録が代表的である。平行して就職関連情報企業からは，個別学生や大学就職部

にガイドブックが送られる。学生はこれらの情報も利用しながら企業情報を収集する。

会社説明会期には，案内を受けて会社説明会に参加し採用プロセスに参加することになる。このときの説明内

容は，学生が選択を行う際の大きなポイントとなっている。この時期になり，学生は企業の選択という場面に対

しリアリティを持ちはじめ，インターネットや企業情報，学生同士の情報交換など，情報収集活動を活発化させ

ることになる。

面接・内定期では，会社説明会への参加後，書類審査を経て面接に臨むことになる。学生は当該企業の情報を

獲得するためさまざまな媒体を用いる。大学就職部に届けられる求人情報やインターネット上に公開されている

企業 HP，ビジネス誌や新聞の経済記事，OB・OG の情報，他の学生が持っている情報などである。

（2）学生が重視する情報探索活動

①　企業情報

インタビュー調査の結果から，学生が重視する情報内容は，企業情報，就職活動情報，キャリア関連情報の三

つに分類された。企業情報とは，企業・業界に関して検討する材料となる情報である。企業情報の内容は売上げ

や利益といった財務情報，事業内容，給与や休暇といった労働条件，会社の将来性，職務内容，社風や従業員の

人間性など多岐にわたる。

活動初期（着手期・エントリー期）では，ハード面と位置づけられる財務情報，事業内容，労働条件が重視さ

れる。情報の入手経路には，就職部の求人票や就職情報誌，企業 HP，就職支援サイトなどがあるが，特にイン

ターネットを利用した後者２者に集中している。

活動中期（会社説明会期）になると，職務内容や社風，従業員の人間性といったソフト面の情報が重視される。

これは会社説明会や合同企業説明会などに参加し，企業にリアリティを持つことが出来るからである。

活動後期（面接・内定期）になると学生が重視する情報はさらにソフト面に移行する。面接の過程で企業の対

応や社風などを学生は解釈し自らに合致した企業か否かを判断する。また，どのような質問を受けたかなど面接
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内容に関する学生同士の情報交換が活発化する。さらにゼミの教員，親類や親など大学以外のネットワークへ情

報を求め意思決定を行う学生も存在する。

このように，就職活動において学生が重要視する企業情報はハードからソフトへ移行すると同時に，入手媒体

も対人コミュニケーションを中心としたものに移行していく。

②　就職活動情報

これは就職活動方法に関する情報である。具体的には企業情報収集の仕方，履歴書・エントリーシートの書き

方，筆記試験対策，企業エントリーの方法，企業説明会の開催情報，面接の受け方など多岐にわたる。

活動初期では大学就職部や就職支援サイトなどが用いられる。就職部では，企業情報収集の仕方，履歴書・エ

ントリーシートの書き方などのセミナーを主催し，学生はそこに参加し情報を入手することで，就職活動プロセ

スの全体像を把握していく。就職支援サイトにも同様の情報が載っておりそれを活用することにもなる。

活動中期にはいると企業説明会を通して，就職活動全般に関する理解がより深められる。企業説明会において

は企業からの説明だけでなく，他の学生の質問や発言などに接することで，多くの学生は就職活動にリアリティ

を持つようになる。

活動後期に入り面接に進むと，一通りの就職活動が全て経験できる。この時期になってはじめて学生は就職活

動のフローを自らの経験として深く理解できるようになる。面接を受ける過程で，大半の学生は不採用通知を受

ける場面に直面する。そして，内定を獲得し就職活動を終えるために，面接官に対しどのように応えるべきかを

考えることになる。対応策として，学生同士の情報交換，就職部での個別面談，指導教員への相談などがとられ

る。

このように，就職活動において学生が重要視する就職活動情報は，当初の大学や就職情報誌，企業ＨＰなどか

ら企業が直接発信する情報から，そして学生同士や大学就職部や指導教員といった対人コミュニケーションに移

行することになる。

③　キャリア関連情報

これは自らのキャリアに関する情報である。具体的には専門性やスキルといった外的キャリアに関するものと，

自らの将来的な職業人像をイメージする内的キャリアに関するものである。これら二つのキャリア関連情報は，

近年社会において重要視され，大学でも就職部やキャリアセンターなどが主体となって，さまざまなセミナーを

開催している。

活動初期において学生はこれらのセミナーなどからキャリア開発の方法を入手する。また，就職情報誌や企業

HP の多くには募集要項だけでなく，入社後数年経過した従業員の紹介文やインタビューなどが掲載される事が

多い。学生はこれらの情報から，入社後に自分が行う可能性のある仕事の概略について大まかな把握を行う。

活動中期に入り企業説明会に参加すると，人事担当者や若年層社員から職務内容に関する説明が行われキャリ

ア関連情報も入手される。しかし，そこで提供される情報も基本的には職務内容に関するものであり，多くの学

生はこれらの情報からキャリアに関して，考えることは難しいと感じている。

活動後期に入り面接を行うに当たり，企業から入社後の将来像に関して質問されるケースが多くなる。この場

面に遭遇して，学生はキャリアに関して明確に語れる必要性を認識し，キャリア構築に関する情報を探索するこ

とになる。そこでも大学の就職部やキャリアセンターなどが，キャリアを探索するための情報提供などを行うこ

とになる。

このように，就職活動において学生が重要視するキャリア関連情報は，当初の大学や就職情報誌，企業 HP

などから，企業が直接発信する情報に，そして学生同士や大学就職部などに移行することになる。

④　学生が重視する情報の経時的変化

これら，多様な情報に関して共通する特徴が存在する。それは就職活動初期から中期に関して学生が入手する

情報は，主にインターネットを媒介とした情報や，情報誌などの紙面による情報が多いことである。ところが，

就職活動が経過するにつれ学生が入手する情報ルートは多様化し対人コミュニケーションによる情報が増加して

くる。そのルートも同級生からサークルや部活動ゼミの OB や指導教員，就職部職員など垂直方向に伸びてく

るケースも多く存在する。
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（3）企業の情報提供

企業側はどのような意図で情報提供を行っているのだろうか。根本（2003）は企業が重視する提供情報として，

仕事の内容，求める人材のタイプ，事業の将来性，経営理念，社風，入社後の人材教育などであることを明らか

にした。本調査においても，同様の結果が得られた。その理由はこれらの項目を理解して入社してきた人材は戦

力になるという企業側の確信にある。表１にインタビュー内容の一部を掲載しているが，おおむねどの企業の同

様の反応であった。

他方，根本（2003）は，留学制度，年収の上がり方，実労働時間，福利厚生制度，昇進可能性などを企業はあ

まり重視していないと指摘し，日本企業が労働条件に関する情報の公開に消極的な姿勢を持っている可能性を指

摘している。本研究における調査でもほぼ同様の結果が得られ，多くの企業は募集要項に定められた情報を提供

しているが，それ以上の深い労働条件に関する情報の公開には否定的であった。そしてその理由は，表１のよう

に労働条件を企業選択の主要因として捉えて欲しくないというものであった。

（4）企業・学生間のギャップの有無

学生・企業が重視する情報内容を表２のように整理した。ここから，両者の関係が見える。企業側は一貫して

重要と思える情報を発信している。学生は活動プロセスを進むにつれて，そのメッセージに対応すべく，重視す

る内容を変化させる。同時にインターネットなどを主体とした情報収集活動から対人コミュニケーションへシフ

トしていく。

ここで二つの問題点が持ち上がる。第一は，学生が対人コミュニケーションに情報探索活動をシフトしていく

原因である。企業が発信している情報が十分なものであれば，学生は情報探索活動をシフトしない。しかし実際
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表１　企業の提供情報内容とその意図（一部）

表２　学生が重視する情報内容と探索ルート及び企業が重視する情報内容

筆者作成

筆者作成



には対人コミュニケーションをより重視する方に移行している。この理由について考える必要がある。第二は，

対人コミュニケーションにシフトしてどのような変化が起きるのか，あるいはシフトしない学生はどのような就

職活動を行っているのかを明らかにすることである。

（5）インターネットコミュニケーションから対人情報への移行理由

企業は，学生に知らせたいと考えている情報（仕事の内容，求める人材のタイプ，社風など）を説明会やＨＰ

において重点的に発信している。しかし，表３にあるように学生はこれらの項目について理解を深め検討を行わ

なければならないことは自覚しているが，その重要性の認識や具体的表現手段への移行ができない。これは多く

の学生が就業経験を有していないことがその要因であろう。企業から発信される情報は，たとえ若年層社員のも

のであれ，組織に参加し組織を理解しているというコンテクストの上に成立している。しかし多くの学生は，組

織の周辺業務という位置づけのアルバイト経験を有しているに過ぎない。そのため，企業の発信する情報を自ら

の視点で解釈し理解することが難しいのである。だが，一方で面接において企業側が満足する「解答」を答えな

いことには内定を獲得することが出来ないという現実感に晒されている。その解決策として対人コミュニケー

ションを活用する方向にシフトしていくのである。

（6）対人コミュニケーションシフト後の心理的変化

では，対人コミュニケーションへのシフトを通じていかなる変化が見られるのか。まず，情報の入手先である

が，実際に企業で働いている OB・OG，就職部での個別面談や指導教員，両親や親戚などを利用するケースが

多い。そこでは，企業情報として，就業実態や仕事のおもしろさ難しさなどについて具体例を交えながら聞くこ

とになる。また，ゼミの指導教員や両親などに相談する場合には，その学生の人間性や特性などを考慮したアド

バイスを受ける。就業実態だけでなくその企業や情報が社会的にどう認知されているのかという情報や，実際に

OB・OG の話を聞いて従業員の人間性や職場の雰囲気を感じ取るケースも数多く存在する。次に就職活動関連

情報としては，就職部の個別面談や指導教員とをかなり有益な示唆を得たと考えていた。具体的には，面接の様

子を話しその場面で面接官が考えていたであろう内容や，質問の意図などの説明を受けることで，他者の立場を

はじめて理解できるようになる場合が多かった。また，キャリア関連情報としては，OB・OG からもたらされ

る情報が有益であるケースが見受けられた。実際に OB・OG の話を聞くことで自身の将来像を想像することが

できたという回答が多かった。（以上一部を表４に掲載）

学生は，このように対人コミュニケーションを通して深い情報を入手しそれを解釈することで，HP 上のさま

ざまな求人情報を真に理解できるようになっていく。つまり，対人コミュニケーションが企業の発信する情報と

学生が解釈する能力とのギャップを埋めていると言える。言い換えれば，企業側が当然と考えていることが，学

生には伝わっておらず，それを理解させる橋渡し役として対人コミュニケーションが利用されており，このよう

な情報は就職活動において非常に重要な意味を持っているといえる。

表５は，Self Confrontation Method に基づいて，学生の情報探索ルートと心理的変遷を追ったものである

（一部掲載）。このように学生は対人コミュニケーションを増加させるにしたがって，就職活動に肯定的感情を強

く持ち，意義のあるものと捉えるようになる。
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表３　企業が発信する情報に対する学生の認識（一部）
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表４　対人コミュニケーション情報に対する学生の認識（一部）

NO

, ,

表５　Ａ氏（経済学部・男性）の情報探索ルートと心理的変遷過程（一部）
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（6）対人コミュニケーションにシフトしない学生

前項のような情報収集を行っている学生ばかりではない。上村（2004）は，個別の進路指導を行う大学を行う

大学は全体の約８割であり，国立大学に至っては５割の水準であることを明らかにしている。そのうえ，制度化

して個別指導を行う大学はかなり少数であろう。また，地方の学生が都市部の企業を受けるとなると地理的なハ

ンディから，OB・OG などの対人コミュニケーションを活用する機会はさらに減少する。さらに，対人コミュ

ニケーションの必要性を感じない学生も存在している。これら学生は，就職活動の際，インターネットや紙媒体

に重点を置いた情報収集を行い，企業説明会や面接に参加するというプロセスを繰り返すことになる。それを補

完する意味で就職関連メーリングリストへ参加するなどという行為も見られる。だが，途中で就職活動自体を放

棄してしまう学生も存在する。今回の調査では，対人コミュニケーションを活用しなかった学生の大半は，志望

どおりの企業に入社できたか否か，就職活動が自らの経験として有益であったかという問いに対して，否定的な

回答が多かった。Self Confrontation Method に基づいた分析でも，面接・内定期や全体において否定的感情を

強く持つ傾向にあった。

4 考　察

インターネットの利用が一般的でない時代では，企業が自社情報を不特定多数の学生に届けるために，紙面の

限られた就職情報誌を利用せざるを得なかった。それを補完するシステムとして，リクルーター方式を利用した

学生へのアプローチ行われていた。また，エントリーした学生に対しても，説明会のみならず OB やリクルー

ターを紹介し，積極的にコミュニケーションをとることが行われていた。学生も企業情報の入手手段が容易では

なかったため，リクルーターとの積極的な接触を図っていた。当時の就職活動では，何らかの形で対人コミュニ

ケーションが組み込まれていたのである。

ところが，インターネットの普及に伴い，企業は大量の情報を高い自由度で発信し学生へ届けることが可能に

なった。また，倫理面からも公平な採用の遂行を社会的に求められた。そのため，リクルーター方式を縮小・廃

止しオープンエントリー方式へ移行する企業が，90年代後半から増加した。これは，学生にとって選択肢が増加

しエントリーが容易に行えることを示している。その結果，学生は企業情報の収集，説明会への参加，就職関連

メーリングリストへの参加，電子メールによる学生同士の情報交換などを重視するようになった。
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ここに，近年の就職活動における企業と学生の乖離が存在する。企業から見ると採用活動の根幹は何ら変化せ

ず，そこに至るまでの初期段階が変化しただけであるが，学生側にとっては，情報収集手段が変化したのである。

それは，当初採用活動初期に組み込まれていた対人コミュニケーションの欠落にともなう，インターネットを媒

介とした情報収集活動へのシフトである。

学生側のこのシフトに対し，企業は多くの詳細な情報をインターネット上で伝えるという施策を講じている。

事実，従業員の声や仕事の様子などを豊富な画像を用いながら説明でしている。また，求める人材のタイプを詳

細に伝えている。しかし，このような情報は受け手の学生が組織で勤務するということに関してある程度理解し

ていることを前提としている。実際には多くの学生がこの前提に立っておらず，これらの情報を自身の就職活動

に活用しきれていないのである。そして，そのギャップを埋めるため，学生は OB の訪問，就職部や指導教員

の個別指導という対人コミュニケーションの構築を図る。そして，社会的常識や採用者の価値観を理解し，それ

に対応すべく自己認識を変化させている。しかし，その構築を成し得ない学生は自己認識の変化を行う機会を与

えられないまま就職活動を継続してしまう。その結果，場合によっては就職活動の放棄や，活動への否定的な感

情を招いてしまう。そして，このような学生が少なからず存在していることが，問題意識に掲げた「就職難と採

用難」という採用担当者の認識となって表れているのではないかと考えられる。インターネットの普及によって，

情報発信の方法，その質や量に大きな変化がもたらされたが，採用活動の根幹である面接による選抜という側面

は変化していない。しかし，そこに至るプロセスの変化が，学生の就職活動の遂行を困難にしている現状では，

対人コミュニケーションを何らかの形で制度化する対策が必要になると考えられる。
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